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(57)【要約】
【課題】操舵操作部材の操作量の増大を抑制するための
抑制トルクが小さくても、車両のアンダステアを効果的
に抑制することができる車両の操舵制御装置を提供する
こと。
【解決手段】この装置では、アンダステア抑制制御とし
て、操舵トルク制御（「抑制トルクＴｕｓの付与」）が
実行される。操舵トルク制御では、運転者による操舵ト
ルクＴｓｗに基づいて操舵トルクを軽減するためのＥＰ
ＳトルクＴｅｐｓが演算され、アンダステアの程度を表
すアンダステア状態量Ｊｒｕｓに基づいてステアリング
ホイールの「切増し」を抑制するための抑制トルクＴｕ
ｓが演算される。運転者による操舵トルクを軽減するた
めのトルクが、「Ｔｅｐｓ－Ｔｕｓ」に調整される。ス
テアリングホイール操作角を維持するため、運転者は、
Ｔｕｓに相当する操舵トルクを余分に必要とし、アンダ
ステアが抑制される。ここで、Ｊｒｕｓに対するＴｕｓ
の増大特性が下に凸の特性に設定される。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両のヨーイング運動に相当する値(VMa)を取得し、前記ヨーイング運動に相当する値
に基づいて、前記車両のアンダステアの程度を表すアンダステア状態量(Jrus)を演算する
状態量演算手段(A3,A4,A5)と、
　前記アンダステア状態量に基づいて、前記車両の運転者により操向車輪(WHf*)の転舵の
ために操作される操舵操作部材(SW)の中立位置からの操作量(θsw)の増大を抑制するため
の抑制力(Tus)を演算する抑制力演算手段(A6)と、
　前記抑制力を、前記操舵操作部材に対して前記操作量を減少させる方向に付与する力付
与手段(A7)と、
　を備えた車両の操舵制御装置において、
　前記抑制力演算手段は、
　前記アンダステア状態量の増加に対する前記抑制力の増加勾配が前記アンダステア状態
量の増加に伴って増大するように前記抑制力を演算するよう構成された車両の操舵制御装
置。
【請求項２】
　車両の運転者により操向車輪(WHf*)の転舵のために操作される操舵操作部材(SW)の前記
運転者による操作力(Tsw)を取得する取得手段(A1)と、
　前記操作力に基づいて、前記運転者による前記操作力を助勢するための助勢力(Teps)を
演算する助勢力演算手段(A2)と、
　前記車両のヨーイング運動に相当する値(VMa)を取得し、前記ヨーイング運動に相当す
る値に基づいて、前記車両のアンダステアの程度を表すアンダステア状態量(Jrus)を演算
する状態量演算手段(A3,A4,A5)と、
　前記アンダステア状態量に基づいて、前記操舵操作部材の中立位置からの操作量(θsw)
の増大を抑制するための抑制力(Tus)を演算する抑制力演算手段(A6)と、
　前記助勢力を前記抑制力に基づいて減少させて得られる力(Tmtr)を、前記操舵操作部材
に対して前記操作量を増大させる方向に付与する力付与手段(A7)と、
　を備えた車両の操舵制御装置において、
　前記抑制力演算手段は、
　前記アンダステア状態量の増加に対する前記抑制力の増加勾配が前記アンダステア状態
量の増加に伴って増大するように前記抑制力を演算するよう構成された車両の操舵制御装
置。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の車両の操舵制御装置であって、
　前記アンダステア状態量に基づいて、前記車両の旋回内側の後輪に付与すべき制動力の
目標値(Fxt**)を演算する制動力演算手段(A8)と、
　前記制動力の目標値に基づいて前記旋回内側の後輪に制動力を付与する制動力制御手段
(A9)と、
　を備え、
　前記抑制力演算手段は、
　前記アンダステア状態量が第１閾値(Jr1)以下のときに前記抑制力をゼロに演算し、前
記アンダステア状態量が前記第１閾値よりも大きいときに前記アンダステア状態量の前記
第１閾値からの増大に伴って前記抑制力がゼロから増大するように前記抑制力を演算する
よう構成され、
　前記制動力演算手段は、
　前記アンダステア状態量が前記第１閾値(Jr1)以下のときに前記制動力の目標値をゼロ
に演算し、前記アンダステア状態量が前記第１閾値よりも大きいときに前記アンダステア
状態量の前記第１閾値からの増大に伴って前記制動力の目標値がゼロから増大するように
前記制動力の目標値を演算するよう構成された車両の操舵制御装置。
【請求項４】
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　請求項３に記載の車両の操舵制御装置において、
　前記抑制力演算手段は、
　前記アンダステア状態量が前記第１閾値よりも大きい範囲に亘って、
　前記アンダステア状態量に対する前記抑制力(Ch1,Ch2)が、
　前記制動力の前記旋回内側の後輪への付与に起因する、前記運転者による前記操舵操作
部材の操作力についての前記アンダステア状態量に対する減少量(Chbr)よりも大きくなる
ように、前記抑制力を演算するよう構成された車両の操舵制御装置。
【請求項５】
　請求項１又は請求項２に記載の車両の操舵制御装置であって、
　前記アンダステア状態量に基づいて、前記操向車輪の転舵角(δfa)に対する前記操舵操
作部材の前記操作量(θsw)の割合である操舵比の目標値(SG)を演算する操舵比演算手段(A
10)と、
　前記操舵比の実際値が前記操舵比の目標値となるように前記操舵比を調整する操舵比調
整手段(A11,A12)と、
　を備え、
　前記抑制力演算手段は、
　前記アンダステア状態量が第２閾値(Jr1)以下のときに前記抑制力をゼロに演算し、前
記アンダステア状態量が前記第２閾値よりも大きいときに前記アンダステア状態量の前記
第２閾値からの増大に伴って前記抑制力がゼロから増大するように前記抑制力を演算する
よう構成され、
　前記操舵比演算手段は、
　前記アンダステア状態量が前記第２閾値(Jr1)以下のときに前記操舵比の目標値を第１
所定値(SG1)に演算し、前記アンダステア状態量が前記第２閾値よりも大きいときに前記
アンダステア状態量の前記第２閾値からの増大に伴って前記操舵比の目標値が前記第１所
定値から増大するように前記操舵比の目標値を演算するよう構成された車両の操舵制御装
置。
【請求項６】
　請求項５に記載の車両の操舵制御装置において、
　前記抑制力演算手段は、
　前記アンダステア状態量が前記第２閾値よりも大きい範囲に亘って、
　前記アンダステア状態量に対する前記抑制力(Ch1,Ch2)が、
　前記操舵比の増大に起因する、前記運転者による前記操舵操作部材の操作力についての
前記アンダステア状態量に対する減少量(Chvg)よりも大きくなるように、前記抑制力を演
算するよう構成された車両の操舵制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両の操舵制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車両の旋回状態においてアンダステアが発生した場合、操舵操作部材の中立位置からの
操作量の増大(ステアリングホイールの中立位置からの操作角の増大、所謂「切増し」）
を抑制する必要がある。このため、アンダステアが発生した場合、操舵操作部材の操作量
の増大を抑制するための抑制力（抑制トルク）を、操舵操作部材に対して、前記操作量を
減少させる方向（ステアリングホイールの切戻し方向）に付与する装置が知られている（
例えば、特許文献１を参照。)。
【特許文献１】特開平１１－２０７２８号公報
【０００３】
　具体的には、上記文献に記載された装置では、（操舵操作部材の前記操作量を増大させ
る方向の）運転者による操舵操作部材の操作力（操舵トルク）が取得され、この操作力に



(4) JP 2009-227135 A 2009.10.8

10

20

30

40

50

基づいて運転者による前記操作力を助勢するための助勢力（助勢トルク）が演算される。
他方、アンダステアの程度を表すアンダステア状態量が演算され、アンダステア状態量に
基づいて前記抑制力が演算される。そして、助勢力から抑制力を減じた力が、操舵操作部
材に対して前記操作量を増大させる方向に付与される。
【０００４】
　即ち、アンダステアが発生した場合、抑制力を操舵操作部材に対して前記操作量を減少
させる方向に付与するために、運転者の操作力を助勢する助勢力（即ち、前記操作量を増
大させる方向の力）が抑制力分だけ減少させられる。
【発明の開示】
【０００５】
　ところで、図９に示すように、ステアリングホイール操作角に対する操舵トルクの特性
について、直線的な比例特性（特性Ｃｈａ）と、下に凸の特性（特性Ｃｈｂ）とを比較す
る。特性Ｃｈａと特性Ｃｈｂとは、原点(０,０)と、点Ａ(θs1，Ts1)とにおいて交差する
。
【０００６】
　ステアリングホイール操作角を「０」から点Ａに対応するθs1まで増大させる場合につ
いて考える。この場合、運転者は、ステアリングホイール操作角がθs1に達した時点にお
いて、操舵トルクの大きさが同じ（Ts1）であるにもかかわらず、特性Ｃｈａの場合より
も特性Ｃｈｂの場合の方が、操舵トルクが大きいと感じる傾向にある。換言すれば、運転
者は、ステアリングホイール操作角の増加に対する操舵トルクの増加勾配が一定の場合よ
りも、前記増加勾配がステアリングホイール操作角の増大に伴って増大する場合の方が、
ステアリングホイール操作角の増大過程において操舵トルクが大きいと感じる傾向にある
。以下、この傾向を、「下に凸の特性に起因して操舵トルクが大きいと感じる傾向」とも
称呼する。
【０００７】
　このことは、この傾向を利用することで、小さい操舵トルクをもって運転者により大き
い操舵トルクを感じさせることができることを意味する。
【０００８】
　本発明は、係る傾向を応用して上述した操舵操作部材の操作量の増大を抑制するための
抑制力を調整することで、小さい抑制力をもって車両のアンダステアを効果的に抑制する
ことができる車両の操舵制御装置を提供することにある。
【０００９】
　本発明に係る車両の操舵制御装置は、車両のヨーイング運動に相当する値を取得し前記
ヨーイング運動に相当する値に基づいて前記車両のアンダステアの程度を表すアンダステ
ア状態量を演算する状態量演算手段と、前記アンダステア状態量に基づいて前記車両の運
転者により操向車輪の転舵のために操作される操舵操作部材の中立位置からの操作量の増
大を抑制するための抑制力（前記操作量を減少させる方向の力）を演算する抑制力演算手
段と、前記抑制力を前記操舵操作部材に対して前記操作量を減少させる方向に付与する力
付与手段と、を備える。
【００１０】
　本発明に係る操舵制御装置の特徴は、前記抑制力演算手段が、前記アンダステア状態量
の増加に対する前記抑制力の増加勾配が前記アンダステア状態量の増加に伴って増大する
ように前記抑制力を演算するよう構成されたことにある。換言すれば、アンダステア状態
量に対する抑制力の特性が下に凸の特性に設定される。
【００１１】
　即ち、上述した「下に凸の特性に起因して操舵トルクが大きいと感じる傾向」が、アン
ダステア状態量に対する抑制力の特性に応用されている。従って、アンダステア状態量に
対する抑制力の特性が直線的な比例特性の場合に比して、小さい抑制力をもって運転者に
大きい操舵操作部材の操作力を感じさせることができる。この結果、小さい抑制力をもっ
て、操舵操作部材の中立位置からの操作量の増大(例えば、ステアリングホイールの「切
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増し」等）を効果的に抑制することができ、アンダステアを効果的に抑制することができ
る。
【００１２】
　なお、抑制力が過度に大きいと、運転者により操舵操作部材の操作量が増大されるべき
状況（例えば、ステアリングホイールの「切増し」がなされるべき状況）において、運転
者が前記操作量を増大し難くなる。従って、フェールセーフの観点から、抑制力は小さい
方が好ましい。
【００１３】
　上記本発明に係る操舵制御装置において、（前記操舵操作部材の前記操作量を増大させ
る方向の）前記運転者による前記操舵操作部材の操作力を取得する取得手段と、前記操作
力に基づいて前記運転者による前記操作力を助勢するための助勢力を演算する助勢力演算
手段とが備えられ、前記力付与手段が、前記助勢力を前記抑制力に基づいて減少させて得
られる力を前記操舵操作部材に対して前記操作量を増大させる方向に付与するように構成
されてもよい。
【００１４】
　これによれば、上述した特許文献１に記載の装置のように、抑制力を操舵操作部材に対
して前記操作量を減少させる方向に付与するための手法として、運転者の操作力を助勢す
る助勢力（前記操作量を増大させる方向の力）を抑制力分だけ減少させる手法が採用され
る。
【００１５】
　次に、上記本発明に係る操舵制御装置において、アンダステアを抑制するために、前記
アンダステア状態量に基づいて前記車両の旋回内側の後輪に付与すべき制動力の目標値を
演算する制動力演算手段と、前記制動力の目標値に基づいて前記旋回内側の後輪に制動力
を付与する制動力制御手段とが備えられる場合を考える。
【００１６】
　この場合、前記抑制力演算手段が、前記アンダステア状態量が第１閾値以下のときに前
記抑制力をゼロに演算し、前記アンダステア状態量が前記第１閾値よりも大きいときに前
記アンダステア状態量の前記第１閾値からの増大に伴って前記抑制力がゼロから増大する
ように前記抑制力を演算するよう構成され、前記制動力演算手段が、前記アンダステア状
態量が前記第１閾値以下のときに前記制動力の目標値をゼロに演算し、前記アンダステア
状態量が前記第１閾値よりも大きいときに前記アンダステア状態量の前記第１閾値からの
増大に伴って前記制動力の目標値がゼロから増大するように前記制動力の目標値を演算す
るよう構成されることが好適である。
【００１７】
　アンダステアを抑制するために旋回内側後輪に制動力を付与すると、車輪のスリップ角
の増大に起因してセルフアライニングトルクが減少することで、運転者による操舵操作部
材の前記操作力（前記操作量を増大させる方向の力）が減少する（詳細は後述する）。一
方、上述のように、前記抑制力を操舵操作部材に対して付与すると、操舵操作部材の前記
操作力が増大する。従って、アンダステア状態におけるアンダステア状態量の増大過程に
おいて、「旋回内側後輪への制動力の付与」と「操舵操作部材への前記抑制力の付与」の
何れか一方が他方より先に開始されると、「旋回内側後輪への制動力の付与」に起因する
前記操作力の減少を運転者が感じ取り、運転者に違和感を与えることに繋がる。
【００１８】
　これに対し、上記構成では、「旋回内側後輪への制動力の付与」と「操舵操作部材への
前記抑制力の付与」の開始条件（アンダステア状態量が第１閾値を超えること）が同じと
される。従って、アンダステア状態におけるアンダステア状態量の増大過程において、「
旋回内側後輪への制動力の付与」と「操舵操作部材への前記抑制力の付与」とが同時に開
始される。この結果、「旋回内側後輪への制動力の付与」に起因する前記操作力の減少を
運転者が感じ難くなり、運転者に違和感を与えることなく、操舵操作部材に対して前記抑
制力を付与することができる。
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【００１９】
　上記のように、「旋回内側後輪への制動力の付与」が実行される場合、前記抑制力演算
手段は、前記アンダステア状態量が前記第１閾値よりも大きい範囲に亘って、前記アンダ
ステア状態量に対する前記抑制力が、前記制動力の前記旋回内側の後輪への付与に起因す
る前記運転者による前記操舵操作部材の操作力（前記操舵操作部材の前記操作量を増大さ
せる方向の力）についての前記アンダステア状態量に対する減少量よりも大きくなるよう
に、前記抑制力を演算するよう構成されることが好適である。
【００２０】
　上述した「旋回内側後輪への制動力の付与」に起因する前記操作力の減少量は、アンダ
ステア状態量の増大に伴って付与される制動力が増大することに起因して、アンダステア
状態量の増大に伴って増大する。上記構成によれば、「旋回内側後輪への制動力の付与」
と「操舵操作部材への前記抑制力の付与」とが共に実行されている状態において、「操舵
操作部材への前記抑制力の付与」による前記操作力の増大により、「旋回内側後輪への制
動力の付与」による前記操作力の減少が常に完全に吸収され得る。即ち、「操舵操作部材
への前記抑制力の付与」により、「旋回内側後輪への制動力の付与」による前記操作力の
減少を確実に補償することができる。この結果、操舵操作部材の前記操作量の増大（従っ
て、アンダステアの程度の増大）をより確実に抑制することができる。
【００２１】
　次に、上記本発明に係る操舵制御装置において、アンダステアを抑制するために、前記
アンダステア状態量に基づいて前記操向車輪の転舵角に対する前記操舵操作部材の前記操
作量の割合である操舵比の目標値を演算する操舵比演算手段と、前記操舵比の実際値が前
記操舵比の目標値となるように前記操舵比を調整する操舵比調整手段とが備えられる場合
を考える。
【００２２】
　この場合、前記抑制力演算手段が、前記アンダステア状態量が第２閾値以下のときに前
記抑制力をゼロに演算し、前記アンダステア状態量が前記第２閾値よりも大きいときに前
記アンダステア状態量の前記第２閾値からの増大に伴って前記抑制力がゼロから増大する
ように前記抑制力を演算するよう構成され、前記操舵比演算手段が、前記アンダステア状
態量が前記第２閾値以下のときに前記操舵比の目標値を第１所定値に演算（固定）し、前
記アンダステア状態量が前記第２閾値よりも大きいときに前記アンダステア状態量の前記
第２閾値からの増大に伴って前記操舵比の目標値が前記第１所定値から増大するように前
記操舵比の目標値を演算するよう構成されることが好適である。前記第１閾値と前記第２
閾値とは、同じであっても異なっていてもよい。
【００２３】
　運転者が操舵操作部材の前記操作量を一定に維持している状態にて、アンダステアを抑
制するために操舵比が増大されると、操向車輪の転舵角が減少する。このことに起因して
、運転者による操舵操作部材の前記操作力がステアリング系のヒステリシス分（摩擦分）
だけ減少する。一方、上述のように、前記抑制力を操舵操作部材に対して付与すると、操
舵操作部材の前記操作力が増大する。従って、アンダステア状態におけるアンダステア状
態量の増大過程において、「操舵比の増大」と「操舵操作部材への前記抑制力の付与」の
何れか一方が他方より先に開始されると、「操舵比の増大」に起因する前記操作力の減少
を運転者が感じ取り、運転者に違和感を与えることに繋がる。
【００２４】
　これに対し、上記構成では、「操舵比の増大」と「操舵操作部材への前記抑制力の付与
」の開始条件（アンダステア状態量が第２閾値を超えること）が同じとされる。従って、
アンダステア状態におけるアンダステア状態量の増大過程において、「操舵比の増大」と
「操舵操作部材への前記抑制力の付与」とが同時に開始される。この結果、「操舵比の増
大」に起因する前記操作力の減少を運転者が感じ難くなり、運転者に違和感を与えること
なく、操舵操作部材に対して前記抑制力を付与することができる。
【００２５】
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　上記のように、「操舵比の増大」が実行される場合、前記抑制力演算手段は、前記アン
ダステア状態量が前記第２閾値よりも大きい範囲に亘って、前記アンダステア状態量に対
する前記抑制力が、前記操舵比の増大に起因する、前記運転者による前記操舵操作部材の
操作力（前記操舵操作部材の前記操作量を増大させる方向の力）についての前記アンダス
テア状態量に対する減少量よりも大きくなるように、前記抑制力を演算するよう構成され
ることが好適である。
【００２６】
　上述した「操舵比の増大」に起因する前記操作力の減少量は、アンダステア状態量の増
大に伴って操舵比が増大されることに起因して、アンダステア状態量の増大に伴って増大
する。上記構成によれば、「操舵比の増大」と「操舵操作部材への前記抑制力の付与」と
が共に実行されている状態において、「操舵操作部材への前記抑制力の付与」による前記
操作力の増大により、「操舵比の増大」による前記操作力の減少が常に完全に吸収され得
る。即ち、「操舵操作部材への前記抑制力の付与」により、「操舵比の増大」による前記
操作力の減少を確実に補償することができる。この結果、操舵操作部材の前記操作量の増
大（従って、アンダステアの程度の増大）をより確実に抑制することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下、本発明による車両の操舵制御装置の各実施形態について図面を参照しつつ説明す
る。
【００２８】
（第１実施形態）
　図１は、本発明の第１実施形態に係る操舵制御装置を搭載した車両の概略構成を示して
いる。
【００２９】
　第１実施形態では、ステアリングホイールＳＷ（前記「操舵操作部材」に対応）が操作
されると、その回転運動がステアリングシャフトＳＨを介して、ピニオンギアＰＮに回転
運動として伝達される。ピニオンギアＰＮと螺合するラックＲＫによって、ピニオンギア
ＰＮの回転運動がラックＲＫの往復運動（車体左右方向の移動）に変換される。このラッ
クＲＫの移動に応じてラックＲＫと一体のタイロッドＴＲが車体左右方向に移動すること
で、操向車輪（本例では、前輪）ＷＨfl及びＷＨfrが転舵される。これにより、ステアリ
ングホイールＳＷの中立位置からの操作角（前記「操作量」に対応）と、操向車輪ＷＨfl
及びＷＨfrの中立位置（直進状態）からの転舵角と、が一対一に決定される。
【００３０】
　タイロッドＴＲには、減速機Ｇｅを介して電気モータＭｅ（第１のモータ）が接続され
ている。この電気モータＭｅの駆動力によって運転者のステリングホイール操作力（操舵
トルク）が軽減され、所謂パワーステアリング制御（ＥＰＳ制御）の機能が達成される。
【００３１】
　ブレーキアクチュエータＢＲＫは、複数の電磁弁、液圧ポンプ、電気モータ等を備えた
周知の構成を有している。非制御時では、運転者によるブレーキペダルＢＰの操作に応じ
たブレーキ液圧が各車輪のホイールシリンダＷＣ**にそれぞれ供給され、各車輪にブレー
キペダル操作に応じた制動トルクが与える。アンチスキッド制御（ＡＢＳ制御）、トラク
ション制御（ＴＣＳ制御）、或いは、車両のアンダステア・オーバステアを抑制する車両
安定性制御（ＥＳＣ制御）などの制動制御時では、ブレーキペダル操作とは独立してホイ
ールシリンダＷＣ**内のブレーキ液圧が車輪毎に制御され、車輪毎に制動トルクが調整さ
れ得るようになっている。なお、制動トルクの調整は、ブレーキ液圧を利用することなく
、電気ブレーキ装置を利用してなされてもよい。
【００３２】
　なお、各種記号等の末尾に付された「**」は、各種記号等が何れの車輪に関するもので
あるかを示すために各種記号等の末尾に付される「fl」，「fr」等の包括表記である。「
fl」は左前輪、「fr」は右前輪、「rl」は左後輪、「rr」は右後輪を示している。例えば
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、ホイールシリンダＷＣ**は、左前輪ホイールシリンダＷＣfl, 右前輪ホイールシリンダ
ＷＣfr, 左後輪ホイールシリンダＷＣrl, 右後輪ホイールシリンダＷＣrrを包括的に示し
ている。
【００３３】
　第１実施形態では、車輪速度Ｖｗ**を検出する車輪速度センサＷＳ**と、ステアリング
ホイールＳＷの（中立位置からの）回転角度（ステアリングホイール操作角θｓｗ）を検
出するステアリングホイール回転角度センサＳＡと、運転者によるステアリングホイール
ＳＷの操舵トルクＴｓｗを検出する操舵トルクセンサＳＴと、車体のヨーレイトＹｒを検
出するヨーレイトセンサＹＲと、車体前後方向における前後加速度Ｇｘを検出する前後加
速度センサＧＸと、車体横方向における横加速度Ｇｙを検出する横加速度センサＧＹと、
前輪（操向車輪）の中立位置からの転舵角δｆａを検出する操舵角センサＦＳと、ホイー
ルシリンダ圧力Ｐｗ**を検出するホイールシリンダ圧力センサＰＳ**と、電子制御装置（
ＥＣＵ）とを備えている。
【００３４】
　ＥＣＵは、互いに通信バスＣＢで接続されたＥＣＵｂ、ＥＣＵｅ、ＥＣＵｓから構成さ
れたマイクロコンピュータである。ＥＣＵは、ブレーキアクチュエータＢＲＫ等の各種ア
クチュエータ、及び前記各種センサと電気的に接続されている。
【００３５】
　ＥＣＵｂは、車輪速度センサＷＳ**、前後加速度センサＧＸ、横加速度センサＧＹ等か
らの信号に基づいてＡＢＳ制御、ＴＣＳ制御、ＥＳＣ制御等の制動制御を実行するように
なっている。ＥＣＵｅは、図示しないエンジンの制御を実行するようになっている。ＥＣ
Ｕｓは、操舵トルクセンサＳＴ等からの信号に基づいてＥＰＳ制御を実行するようになっ
ている。
【００３６】
（アンダステア抑制制御）
　次に、図２を参照しながら、第１実施形態が実行するアンダステア抑制制御について説
明する。第１実施形態では、アンダステア抑制制御として、操舵トルク制御と制動力制御
とが実行される。先ず、操舵トルク制御について説明する。
【００３７】
　操舵トルク取得手段Ａ１では、操舵トルクセンサＳＴにより、運転者によるステアリン
グホイールＳＷの操舵トルクＴｓｗ（前記「操作力」に対応）が取得される。ＥＰＳトル
ク演算手段Ａ２では、取得された操舵トルクＴｓｗに基づいて、運転者の操舵トルクを軽
減するためのパワーステアリングトルク（ＥＰＳトルク）の目標値Ｔｅｐｓが演算される
。Ｔｅｐｓは、Ｔｓｗが大きいほどより大きい値に演算される。Ｔｅｐｓは、θｓｗを増
大させる方向の値である。
【００３８】
　実ヨーイング挙動取得手段Ａ３では、実際のヨーイング挙動ＶＭａ（例えば、ヨーレイ
トＹｒ）が取得される。目標ヨーイング挙動演算手段Ａ４では、目標とする車両挙動（目
標ヨーイング挙動）ＶＭｔが演算される。ＶＭｔは、例えば、ステアリングホイール操作
角θｓｗ、車輪速度Ｖｗ**から得られる車体速度等に基づいて演算される。
【００３９】
　アンダステア状態量演算手段Ａ５では、ＶＭａとＶＭｔとの比較結果（例えば、ＶＭａ
とＶＭｔとの偏差）に基づいて、アンダステアの程度を表すアンダステア状態量Ｊｒｕｓ
が演算される。また、Ｊｒｕｓは、ＶＭｔを用いずにＶＭａに基づいて演算され得る。Ｊ
ｒｕｓは、例えば、スタビリティファクターＫｈや、アンダステア係数Ｋｕｓであり、ヨ
ーレイトＹｒに基づいて演算される値である。
【００４０】
　切増抑制トルク演算手段Ａ６では、Ｊｒｕｓに基づいて、切増し抑制トルク（抑制トル
ク）Ｔｕｓが、図３の実線に示した特性（Ｃｈ１、又はＣｈ２）に従って演算される。こ
の特性については後に詳述する。そして、モータ駆動手段Ａ７では、ＴｅｐｓからＴｕｓ
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を減算して得られる、電気モータＭｅの駆動制御用の目標値Ｔｍｔｒ（＝Ｔｅｐｓ－Ｔｕ
ｓ）に基づいて、電気モータＭｅが駆動される。
【００４１】
　これにより、Ｔｍｔｒに相当する駆動力がタイロッドＴＲに付与されて、運転者による
操舵トルクが軽減される。即ち、運転者による操舵トルクを軽減するためのトルクが、Ｅ
ＰＳトルクＴｅｐｓから抑制トルクＴｕｓを減じた値に設定される。換言すれば、ステア
リングホイール操作角を維持するため、運転者は、Ｔｕｓに相当する操舵トルクを余分に
必要とする。
【００４２】
　以上のように、ＴｓｗとＪｒｕｓとに基づいて、操舵トルク制御が実行される。この結
果、アンダステア状態において、ステアリングホイールＳＷの「切増し」が抑制されて、
アンダステアの程度の増大が抑制され得る。
【００４３】
　加えて、車両のアンダステアを抑制する制動力制御（ＥＳＣ制御）が、Ｊｒｕｓに基づ
いて行われる。即ち、各輪制動力演算手段Ａ８では、Ｊｒｕｓに基づいて、図４に示した
特性に従って、各車輪の制動力の目標値Ｆｘｔ**が演算される。これにより、Ｆｘｔ**は
、Ｊｒｕｓが閾値Ｊｒ１（前記「第１閾値」に対応）以下のときにゼロに演算され、Ｊｒ
ｕｓがＪｒ１よりも大きいときにＪｒｕｓのＪｒ１からの増大に伴ってゼロから増大する
ように（ただし、値Ｆｘ１以下に制限される）演算される。
【００４４】
　制動力制御手段Ａ９では、Ｆｘｔ**に基づいてブレーキアクチュエータＢＲＫが駆動さ
れる。これにより、各車輪の制動力がＦｘｔ**と一致するように調整される。この結果、
運転者によるブレーキペダルＢＰの操作とは独立して、後輪の制動力（特に、旋回内側の
後輪の制動力）が増加させられる。以上のように、「Ｊｒｕｓ＞Ｊｒ１」を開始条件とし
て、Ｊｒｕｓに基づいて、制動力制御が実行される。上述の操舵トルク制御におけるＴｕ
ｓの付与に加えて、この制動力制御によっても、アンダステアが抑制される。
【００４５】
（抑制トルクＴｕｓの設定）
　次に、図３に示した抑制トルクＴｕｓの特性について説明する。図３の実線に示すよう
に、Ｔｕｓは、アンダステア状態量Ｊｒｕｓが閾値Ｊｒ１（前記「第１閾値」に対応、図
４のＪｒ１と同じ値）以下のときにゼロに演算され、ＪｒｕｓがＪｒ１よりも大きいとき
にＪｒｕｓのＪｒ１からの増大に伴ってゼロから増大するように（ただし、値Ｔｕ１以下
に制限される）演算される。即ち、「Ｊｒｕｓ＞Ｊｒ１」を開始条件として、操舵トルク
制御におけるＴｕｓの付与が開始される。
【００４６】
　加えて、Ｊｒｕｓ＞Ｊｒ１の場合において、Ｊｒｕｓの増加に対するＴｕｓの増加勾配
がＪｒｕｓの増加に伴って増大するようにＴｕｓが演算される。即ち、Ｊｒｕｓに対する
Ｔｕｓの特性が下に凸の特性に設定される。この特性は、滑らかな曲線で構成される特性
Ｃｈ１、或いは、複数の直線を組み合わせて得られる特性Ｃｈ２等により実現され得る。
【００４７】
　この結果、運転者は、Ｊｒｕｓの増大過程においてＴｕｓの変化を敏感に感じ取ること
ができ、運転者は、上述した「下に凸の特性に起因して操舵トルクが大きいと感じる傾向
」と同様の傾向を得ることができる。即ち、Ｊｒｕｓに対するＴｕｓの特性が直線的な比
例特性の場合に比して、小さいＴｕｓをもって運転者に大きい操舵トルクを感じさせるこ
とができる。この結果、小さいＴｕｓをもって、ステアリングホイールＳＷの「切増し」
が効果的に抑制されて、アンダステアの程度の増大が効果的に抑制され得る。
【００４８】
　ところで、上述の制動力制御により、アンダステアを抑制するために旋回内側後輪に制
動力が付与されると、アンダステアの程度の減少により車体のスリップ角βが増大し、こ
の結果、操向車輪（前輪）のスリップ角αも増大する。ここで、スリップ角αと、コーナ
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リングフォースＣＦ及びセルフアライニングトルクＳＡＴとは、図５に示す関係にある。
【００４９】
　図５に示すように、アンダステアの状態では、前輪のコーナリングフォースＣＦは既に
飽和している状態にある。従って、アンダステアの状態においてスリップ角αが増大する
と、セルフアライニングトルクＳＡＴが減少し、運転者による操舵トルクが減少する。一
方、上述の操舵トルク制御において抑制トルクＴｕｓが付与されると、運転者による操舵
トルクが増大する。
【００５０】
　よって、アンダステアの状態におけるアンダステア状態量Ｊｒｕｓの増大過程において
、「旋回内側後輪への制動力の付与」と「抑制トルクＴｕｓの付与」の何れか一方が他方
より先に開始されると（両者が同時に開始されないと）、「旋回内側後輪への制動力の付
与」に起因する操舵トルクの減少を運転者が感じ取り、運転者に違和感を与えることに繋
がる。
【００５１】
　これに対し、第１実施形態では、上述のように、「旋回内側後輪への制動力の付与」と
「抑制トルクＴｕｓの付与」の開始条件（「Ｊｒｕｓ＞Ｊｒ１」）が同じである。従って
、アンダステア状態におけるＪｒｕｓの増大過程において、「旋回内側後輪への制動力の
付与」と「抑制トルクＴｕｓの付与」とが同時に開始される。この結果、「旋回内側後輪
への制動力の付与」に起因する操舵トルクの減少を運転者が感じ難くなり、運転者に違和
感を与えることなく、抑制力Ｔｕｓの付与が実行され得る。
【００５２】
　また、アンダステア状態量Ｊｒｕｓの増大に伴って付与される制動力が増大することに
起因して、上述した「旋回内側後輪への制動力の付与」に起因する操舵トルクの減少量は
、Ｊｒｕｓの増大に伴って増大する。図３に破線で示した特性Ｃｈｂｒは、Ｊｒｕｓに対
する操舵トルクの減少量の特性を示している。なお、この特性Ｃｈｂｒは、実験等を通じ
て予め得ることができる。
【００５３】
　ここで、図３から理解できるように、ＪｒｕｓがＪｒ１よりも大きい範囲に亘って、Ｊ
ｒｕｓに対するＴｕｓ（特性Ｃｈ１、又はＣｈ２）が、Ｊｒｕｓに対する前記「操舵トル
クの減少量」（特性Ｃｈｂｒ）よりも大きい。従って、「旋回内側後輪への制動力の付与
」と「抑制トルクＴｕｓの付与」とが共に実行されている状態（Ｊｒｕｓ＞Ｊｒ１の場合
）において、「抑制トルクＴｕｓの付与」による操舵トルクの増大により、「旋回内側後
輪への制動力の付与」による操舵トルクの減少が完全に吸収され得る。
【００５４】
　この結果、「旋回内側後輪への制動力の付与」に起因する操舵トルクの減少を運転者が
より一層感じ難くなる。加えて、「旋回内側後輪への制動力の付与」に起因する操舵トル
クの減少が「抑制トルクＴｕｓの付与」に起因する操舵トルクの増大を上回ることに伴う
ステアリングホイールＳＷの「切増し」の発生が確実に抑制され得るから、これによって
も、アンダステアの程度の増大が確実に抑制され得る。
【００５５】
　以上、本発明の第１実施形態に係る操舵制御装置によれば、アンダステア抑制制御とし
て、操舵トルク制御（「抑制トルクＴｕｓの付与」）と制動力制御（「旋回内側後輪への
制動力の付与」）とが実行される。操舵トルク制御では、運転者による操舵トルクＴｓｗ
に基づいて操舵トルクを軽減するためのＥＰＳトルクＴｅｐｓが演算され、アンダステア
の程度を表すアンダステア状態量Ｊｒｕｓに基づいてステアリングホイールの「切増し」
を抑制するための抑制トルクＴｕｓが演算される。運転者による操舵トルクを軽減するた
めのトルクが、（Ｔｅｐｓ－Ｔｕｓ）に調整される。これにより、ステアリングホイール
操作角を維持するため、運転者は、Ｔｕｓに相当する操舵トルクを余分に必要とする。こ
こで、Ｊｒｕｓに対するＴｕｓの特性が下に凸の特性に設定される。
【００５６】
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　この結果、Ｊｒｕｓの増大過程においてＴｕｓの変化を敏感に感じ取ることができ、Ｊ
ｒｕｓに対するＴｕｓの特性が直線的な比例特性の場合に比して、小さいＴｕｓをもって
運転者に大きい操舵トルクを感じさせることができる。この結果、小さいＴｕｓをもって
、ステアリングホイールＳＷの「切増し」が効果的に抑制されて、アンダステアの程度の
増大が効果的に抑制され得る。
【００５７】
　制動力制御では、Ｊｒｕｓに基づいて決定される制動力が旋回内側後輪に付与される。
ここで、「旋回内側後輪への制動力の付与」と「抑制トルクＴｕｓの付与」との開始条件
（「Ｊｒｕｓ＞Ｊｒ１」）が同じであり、且つ、Ｊｒｕｓに対するＴｕｓの特性（Ｃｈ１
、又はＣｈ２）が、Ｊｒｕｓに対する、「旋回内側後輪への制動力の付与」に起因する「
操舵トルクの減少量」の特性（Ｃｈｂｒ）よりも大きい。従って、「旋回内側後輪への制
動力の付与」に起因する操舵トルクの減少を運転者が感じ難くなり、運転者に違和感を与
えることなく、抑制力Ｔｕｓの付与が実行され得る。
【００５８】
（第２実施形態）
　次に、本発明の第２実施形態に係る操舵制御装置について説明する。この第２実施形態
は、アンダステア抑制制御として、上記第１実施形態における操舵トルク制御（「抑制ト
ルクＴｕｓの付与」）と制動力制御（「旋回内側後輪への制動力の付与」）とに加えて、
操舵比制御（「操舵比の増大」）が実行される点が上記第１実施形態と異なる。以下、係
る相違点についてのみ説明する。
【００５９】
　図６は、第２実施形態に係る操舵制御装置を搭載した車両の概略構成を示している。こ
の第２実施形態では、図１に示した上記第１実施形態に係る装置に対して、ステアリング
シャフトＳＨが、アッパステアリングシャフトＳＨｕとロアステアリングシャフトＳＨｌ
とに分割され、これらの間にアクチュエータＶＧが介装され、且つ、ＥＣＵｂ等と互いに
通信バスＣＢで接続されたＥＣＵｖによってＶＧが制御される点が異なる。
【００６０】
　アクチュエータＶＧは、電気モータＭｖ（第２のモータ）と、ギア機構Ｇｖとから構成
されていて、モータＭｖの回転角度を制御することで、ＳＨｕに対するＳＨｌの相対的な
回転角度（相対角）を調整可能に構成されている。この相対角を制御することで、前輪Ｗ
Ｈｆｒ，ＷＨｆｌの（中立位置からの）舵角に対する、ステアリングホイールＳＷの（中
立位置からの）操作角の割合（操舵比、ステアリングギア比、操舵ギア比などと呼ばれる
）が変更可能に構成されている。
【００６１】
　このことに関連して、図２に対応する図７に示すように、第２実施形態では、操舵比演
算手段Ａ１０、ステアリングホイール操作角取得手段Ａ１１、及び相対角演算手段Ａ１２
が追加され、モータ駆動手段Ａ７において、第１のモータＭｅの制御部に加えて第２のモ
ータＭｖの制御部が設けられている。
【００６２】
　操舵比演算手段Ａ１０では、アンダステア状態量Ｊｒｕｓに基づいて、図８に示した特
性に従って、操舵比の目標値ＳＧが演算される。これにより、ＳＧは、Ｊｒｕｓが閾値Ｊ
ｒ１（前記「第２閾値」に対応）以下のときに値ＳＧ１（前記「第１所定値」に対応）に
演算され、ＪｒｕｓがＪｒ１よりも大きいときにＪｒｕｓのＪｒ１からの増大に伴ってＳ
Ｇ１から増大するように（ただし、値ＳＧ２以下に制限される）演算される。
【００６３】
　ステアリングホイール操作角取得手段Ａ１１では、ステアリングホイール回転角度セン
サＳＡにより、ステアリングホイール操作角θｓｗが取得される。このθｓｗにＳＧの逆
数（１／ＳＧ）が乗算されて前輪舵角の目標値δｆｔが決定される。相対角演算手段Ａ１
２では、このδｆｔを達成するための相対角の目標値θｒｅｌが演算される。
【００６４】
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　モータ駆動手段Ａ７の第２のモータＭｖの制御部では、θｒｅｌに基づいて電気モータ
Ｍｖが駆動される。これにより、相対角がθｒｅｌと一致するように調整される。この結
果、「Ｊｒｕｓ＞Ｊｒ１」を開始条件として、操舵比がＳＧ１から増大させられる。
【００６５】
　操舵比が大きい値となると、ステアリングホイール操作角に対する前輪舵角（従って、
前輪のスリップ角α）が小さくなり、且つ、ステアリングホイール操作角の増加に対する
前輪舵角（従って、前輪のスリップ角α）の増加量が小さくなる。これにより、アンダス
テアが抑制される。このように、第２実施形態では、上述した操舵トルク制御（「抑制ト
ルクＴｕｓの付与」）、制動力制御（「旋回内側後輪への制動力の付与」）に加えて、こ
の操舵比制御（「操舵比の増大」）によっても、アンダステアが抑制される。
【００６６】
　ところで、操舵比が変更される場合、電気モータＭｖの駆動力により車輪のセルフアラ
イニングトルクに対抗して前輪が操舵される。このときの反力は、運転者によるステアリ
ングホイールＳＷの保舵力（操舵トルク）（及び、電気モータＭｅの駆動力）によって支
えられる。ここで、例えば、アンダステア状態において運転者によりステアリングホイー
ル操作角が一定に保持されている場合において操舵比が増大すると、前輪舵角は中立位置
（δｆａ＝０）の方向へ切り戻される。このことに起因して、ステアリング系のヒステリ
シス分（摩擦分）だけ運転者による操舵トルクが減少する。一方、上述の操舵トルク制御
において抑制トルクＴｕｓが付与されると、運転者による操舵トルクが増大する。
【００６７】
　よって、アンダステアの状態におけるアンダステア状態量Ｊｒｕｓの増大過程において
、「操舵比の増大」と「抑制トルクＴｕｓの付与」の何れか一方が他方より先に開始され
ると（両者が同時に開始されないと）、「操舵比の増大」に起因する操舵トルクの減少を
運転者が感じ取り、運転者に違和感を与えることに繋がる。
【００６８】
　これに対し、第２実施形態では、上述のように、「操舵比の増大」と「抑制トルクＴｕ
ｓの付与」の開始条件（「Ｊｒｕｓ＞Ｊｒ１」）が同じである。従って、アンダステア状
態におけるＪｒｕｓの増大過程において、「操舵比の増大」と「抑制トルクＴｕｓの付与
」とが同時に開始される。この結果、「操舵比の増大」に起因する操舵トルクの減少を運
転者が感じ難くなり、運転者に違和感を与えることなく、抑制力Ｔｕｓの付与が実行され
得る。
【００６９】
　また、アンダステア状態量Ｊｒｕｓの増大に伴って操舵比が増大することに起因して、
上述した「操舵比の増大」に起因する操舵トルクの減少量は、Ｊｒｕｓの増大に伴って増
大する。図３に破線で示した特性Ｃｈｖｇは、Ｊｒｕｓに対する操舵トルクの減少量の特
性を示している。なお、この特性Ｃｈｖｇは、実験等を通じて予め得ることができる。
【００７０】
　ここで、図３から理解できるように、ＪｒｕｓがＪｒ１よりも大きい範囲に亘って、Ｊ
ｒｕｓに対するＴｕｓ（特性Ｃｈ１、又はＣｈ２）が、Ｊｒｕｓに対する前記「操舵トル
クの減少量」（特性Ｃｈｖｇ）よりも大きい。従って、「操舵比の増大」と「抑制トルク
Ｔｕｓの付与」とが共に実行されている状態（Ｊｒｕｓ＞Ｊｒ１の場合）において、「抑
制トルクＴｕｓの付与」による操舵トルクの増大により、「操舵比の増大」による操舵ト
ルクの減少が完全に吸収され得る。
【００７１】
　この結果、「操舵比の増大」に起因する操舵トルクの減少を運転者がより一層感じ難く
なる。加えて、「操舵比の増大」に起因する操舵トルクの減少が「抑制トルクＴｕｓの付
与」に起因する操舵トルクの増大を上回ることに伴うステアリングホイールＳＷの「切増
し」の発生が確実に抑制され得るから、これによっても、アンダステアの程度の増大が確
実に抑制され得る。
【００７２】
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　本発明は上記各実施形態に限定されることはなく、本発明の範囲内において種々の変形
例を採用することができる。例えば、上記各実施形態においては、ステアリングホイール
ＳＷと操向車輪ＷＨfl及びＷＨfrとが機械的に接続されているが、ステアリングホイール
ＳＷと操向車輪ＷＨfl及びＷＨfrとが機械的に接続されていない所謂ステア・バイ・ワイ
ヤ方式（即ち、ステアリングホイールＳＷの操作角θｓｗを示す電気信号に基づいて前輪
舵角の制御を行う機構）が採用されてもよい。この場合、前記「操舵操作部材」として、
ステアリングホイールＳＷに代えて棒状部材（所謂、ジョイスティック）が使用されても
よい。
【００７３】
　また、上記第２実施形態においては、ＪｒｕｓがＪｒ１よりも大きい範囲に亘って、Ｊ
ｒｕｓに対するＴｕｓ（特性Ｃｈ１、又はＣｈ２）が、Ｊｒｕｓに対する、「操舵比の増
大」に起因する前記「操舵トルクの減少量」（特性Ｃｈｖｇ）よりも大きいように設定さ
れているが、ＪｒｕｓがＪｒ１よりも大きい範囲に亘って、Ｊｒｕｓに対するＴｕｓ（特
性Ｃｈ１、又はＣｈ２）が、Ｊｒｕｓに対する「操舵比の増大」に起因する「操舵トルク
の減少量」（特性Ｃｈｖｇ）とＪｒｕｓに対する「旋回内側後輪への制動力の付与」に起
因する「操舵トルクの減少量」（特性Ｃｈｂｒ）の和（Ｃｈｂｒ＋Ｃｈｖｇ）よりも大き
いように設定されてもよい。
【００７４】
　また、上記第２実施形態においては、アンダステア抑制制御として、操舵トルク制御（
「抑制トルクＴｕｓの付与」）、制動力制御（「旋回内側後輪への制動力の付与」）、及
び、操舵比制御（「操舵比の増大」）が実行されているが、操舵トルク制御（「抑制トル
クＴｕｓの付与」）、及び操舵比制御（「操舵比の増大」）のみが実行されてもよい。
【００７５】
　加えて、上記各実施形態においては、電気モータＭｅの駆動制御用の目標値Ｔｍｔｒ（
＝Ｔｅｐｓ－Ｔｕｓ）に基づいて電気モータＭｅが駆動され、運転者による操舵トルクを
軽減するためのトルク（ステアリングホイール操作角を増大させる方向のトルク）が、Ｅ
ＰＳトルクＴｅｐｓから抑制トルクＴｕｓを減じた値に設定されているが、電気モータＭ
ｅの駆動制御用の目標値Ｔｍｔｒ（＝Ｔｕｓ）に基づいて電気モータＭｅが駆動され、運
転者による操舵トルクを増大するためのトルク（ステアリングホイール操作角を減少させ
る方向のトルク）が、抑制トルクＴｕｓと等しい値に設定されてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００７６】
【図１】本発明の第１実施形態に係る操舵制御装置を搭載した車両の概略構成図である。
【図２】図１に示した操舵制御装置によりアンダステア抑制制御を行う際の機能ブロック
図である。
【図３】アンダステア状態量に対する抑制トルクの特性を示したグラフである。
【図４】アンダステア状態量に対する制動力の特性を示したグラフである。
【図５】前輪のスリップ角に対する、コーナリングフォース及びセルフアライニングトル
クの特性を示したグラフである。
【図６】本発明の第２実施形態に係る操舵制御装置を搭載した車両の概略構成図である。
【図７】図６に示した操舵制御装置によりアンダステア抑制制御を行う際の機能ブロック
図である。
【図８】アンダステア状態量に対する操舵比の特性を示したグラフである。
【図９】ステアリングホイール操作角に対する操舵トルクの特性について、直線的な比例
特性と、下に凸の特性と、を比較して示したグラフである。
【符号の説明】
【００７７】
　ＢＲＫ…ブレーキアクチュエータ、ＥＣＵ…電子制御装置、Ｍｅ…電気モータ、Ｍｖ…
電気モータ、ＳＷ…ステアリングホイール、ＳＡ…ステアリングホイール回転角度センサ
、ＳＴ…操舵トルクセンサ、ＹＲ…ヨーレイトセンサ、ＷＳ**…車輪速度センサ
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